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Ⅰ．はじめに
　クリストファー・フッドは、2011年の『非難回避ゲーム：政府における
情報操作、官僚制及び自己防衛』の中で、「非難回避」をインセンティブと
して政府組織を構成する公職保持者が行動すると考えることによって、政
府組織の編成や活動などを説明する「非難回避ゲーム」の理論的枠組みの
構築を試みている1）（Hood 2011）。
　本稿では、フッドの提唱する「非難回避ゲーム」概念について、「ゲーム」
が発生する論理、「ゲーム」に参加する「公職保持者」の区分、「ゲーム」
における３つの戦略とその組み合わせ、「ゲーム」の結果などについて整理
した上で、この概念の分析ツールとしての意義を検討する。
Ⅱ．「非難回避ゲーム」の概念
　フッドは、『非難回避ゲーム』第１章の冒頭で、BBCラジオの以下のよう
な事例を提示した上で、「非難回避ゲーム」の概念において明らかにすべき
問題の設定を行っている。
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 1） 書名は「非難ゲーム」（Blame Game）となっているが、内容は「非難回避」
（blame-avoidance）をめぐる公職保持者の行動を中心としているため、本稿で
は「非難回避ゲーム」で統一した。なお本稿では、書名を指す場合には『 』、
概念を示す場合には「 」で表記している。
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　「あなたは、急な寒気の後の熱波の中で、市街地の路線バスに乗車してい
る。バスが暖房を最強のままにしているので、乗客全員が不快に感じてい
る。あなたは、明らかなコンタクト・ポイント－運転士－の下へ、この馬
鹿げた状態に対する怒りを表明し、直ちに暖房を切るようにと頼みに行く。
しかし、運転士は、自分が非難を受けるべき対象ではないと主張し、会社
の技師しか温度調節をできないので、多くのバスは暖房をつけたままであ
るという。もしあなたがこの件を更に追及する時間と忍耐力があれば、あ
なたは会社の技師たちが、同様に、自分たちに対するすべての非難を否定
し、自分たちの労働組合が、会社を、十分な数の技師を雇わないと非難し
ているとあなたに説明することに気付くかもしれない。しかし、今度は、
その市の運輸許可部局を、同社の運賃が十分な数の技師を雇うことができ
ないような水準に設定させているとバス会社の経営陣が非難する。運輸許
可部局は・・・」（Hood: 3-4）
　フッドは、このような公共サービスにおける行動パターンに対して、以
下のような問いを立てている（Hood: 4）。
⑴　政府と公務が、より強く顧客志向を目指す、よりよく調整がされたも
のとなることを約束する専門家の示唆と改革者の野心的なレトリックが
何十年も行われているのに、なぜ、このようなパターン繰り返されるのか。
⑵　なぜ、公共サービスにおけるリスクの扱いが、硬直的で、愚かで、し
ばしば、他のリスク顕在化率を減らすという名目で、我々をある種のリ
スクにさらすのか。なぜ、想像豊かで、リスクに比例した、結果志向の
規制に関し、これだけ多くの報告書、タスクフォース、政府のイニシア
ティブなどが公表・実施されているのに、ほとんど何も生まないのか。
⑶　不幸な出来事が起こったあとに、なぜ、しばしば、これに対する権限
（responsibility）の所在が全くあいまいであることが分かるのか2）。公共
組織は、すべて、権限の明確化と説明責任（accountability）の改善を促
進する改革とリストラクチャリングの繰り返しを経験してきたのに、な
 2） 本稿では、responsibilityを、基本的には「権限」と訳し、公職保持者又は政
府主体に「行動すべき義務がある」ことを強く意図している文脈においてのみ
「行動責任」と訳する。
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ぜ、大きな失敗があった後の公式の追及又はメディアによる追及で、誰
が何をいつ知ったかを特定できる確実な証拠を見つけられないというこ
とが繰り返されるのか。
　フッドは、これらの問いに対する答えが、「非難を回避する方法が公職保
持者の行動、政府組織の構造及びそのオペレーション・ルーティンを決め
る」という視点から分析を行う。まず、主要な非難回避戦略を分析・記述し、
その戦略の非難回避ゲームにおける作用と役割を示す。非難回避ゲームは、
正の効果も負の効果もあることから、「良い」非難回避と「悪い」非難回避
は何かについても検討する。
　フッドは、現代の政府と公共サービスに広くゆきわたっている、いわゆ
る「良いガバナンス」よりも、非難回避の論理と政治が優先した結果、上
記の路線バス関係者のような行動が起こると主張する。ここで取り扱って
いるのは、リスクの中でも、通常のリスク・マネジメント用語では出てこ
ない「非難リスク」である（Hood: 5）3）
　フッドは、政府における非難リスクに光を当て、非難回避慣行に対する
認識を深めるとともに、公式に表明された主張と観測される行動が乖離す
るのはなぜかという謎に対する回答を見つけることを試みる。公式に表明
された主張と観測される行動が回避するのは、非難リスクのマネジメント
が、意図に反し、意識せざる方法で、現代の行政府の組織とオペレーショ
ンを形作り、組織とオペレーション自体の奇妙な論理を生むからである
（Hood: 5-6）。
　非難とは「何か悪い又は誤っている事柄を、誰か人又は主体のせいにする」
ということである。非難には、図１にあるように、２つの要素が必要である。
認識された回避しうる損害又は損失（perceived avoidable harm or loss : 
PAH）は、ある者又は集団にとって、別の方法で対処されていた場合の状況
よりも、状況が悪化している状態を示す。認識された権限又は代理権
 3） フッドは、個人の職位保持者よりも企業ブランドに使われる「風評リスク」
（reputational risk）や、政府による自らに不利な意思決定によるビジネスや投
資家のリスクを指すものとして使われてきた「政治リスク」（political risk）と
区別するため、政治家、（職業公務員の）マネジャー、専門職員、及び第一線の
職員を含む公職保持者に対する個人的非難を受けるリスクを指す用語として
「非難リスク」（blame risk）を用いている（Hood: 5）。
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（perceived responsibility or agency: PR）は、何らかの特定しうる人又は組織、
場合によっては「資本主義」、「愛国主義」のような抽象的な制度による不関
与又は関与の行為によって損害又は損失が回避しえたと考え、ゆえに、回避
しえた損害をその者の権限に帰属させることを示す。さらに、非難が認識さ
れるタイミングも重要である。後述するように、非難を回避する戦略につい
ても、事前対応的なものと、事後対応的なものがある（Hood: 6）。
　非難は社会的なプロセスであり、「非難する者」と「非難される者」を必
要とする。非難は、「告発」（naming）や「請求」（claiming）と区別される。「告
発」は、致傷的な経験の特定と認識であり、PAHに相当する。そして、非
難は、権限ある個人・主体からの救済を追及するという意味での「請求」
の必要不可欠な前段階である（Hood: 7）。
　非難の反対は信用（credit）である。信用は、よい又はプラスであるとみ
なされる何かを、ある人又は主体に帰属させることである。しかし、人間は、
心理的に、等しい量の潜在的な利得よりも潜在的な損失の方を加重して認
識しがちである。これが、負のバイアス（negativity bias）である。負のバ
イアスとは、普遍的に観察される認知の傾向で、正の情報より負の情報に
注意が払われ、同量の利得よりも損失に高い価値判断がなされるものであ
る。負のバイアスは官僚的行動の核心であることも多い。マッソー・マク
ビンズとトーマス・シュワルツは、1984年に、アメリカ議会は、「警察官の
巡回」ではなく「火災報知器」として機能することにより、モニタリング
費用を低下させ、官僚制のコントロールに成功していると主張している。
フッドは、このような議会によるコントロール・システムが、議会によっ
PAHt1 t1 において認識された回避可能な損害又は損失
PRt1 t1 において認識された権限又は代理権
Bt1 t1 における非難
出典：Hood (2011), p. 6, Figure1.1
PAHt1
PRt1
Bt1
図１　非難の２大要素
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て成功は無視され失敗のみが注目を集めることにより、官僚制に負のバイ
アスを持ち込んでいると考察している（Hood: 11）。
　数十年続いてきた「グッド・ガバナンス」の側からの批判にもかかわら
ず、公共サービスを実施する組織の間の、混乱してあいまいな関係、厳格
な規則が知的な柔軟性に勝利し続けること、物事がうまくいかなかった際
の説明責任の明確化ができないことなどの謎を理解するのに、負のバイア
スは役に立つ。しかし、政府における負のバイアスで分からないことが３
点ある。第１に、なぜテクノクラートや、経験ある政治家さえ、しばしば、
負のバイアスを過小に推計して失敗するのかである。第２に、負のバイア
スがすべての事象を席捲しているわけではなく、逆に、成功を主張するよ
うな行動を、政府、マネジャー、政治的指導者がとることもあることである。
第３に、負のバイアスは、どの程度人間の活動に固着しているのか、逆に、
どの程度環境に依存するのかという程度の問題である（Hood: 12-14）。
　非難回避の研究は、1980年代のアメリカで始まった。先駆者たるケント・
ウィーヴァー以後、政治学者は少なくとも３つの方向で非難回避を研究し
てきた（Hood: 15-16）。
⑴　自分への投票権を有する者をより大きなリスクにさらしかねないよう
な不人気の政策を追及すると、彼らから罰を受けるという民主的政治シ
ステムにおける公職保持者が負う職業上のリスクを抑える方法の研究
⑵　単なる状況的証拠やアネクドートを越えた、仮説的な政策上の失敗の
効果の研究や、長期にわたる政策アクションと世論の追跡など
⑶　健康リスクや金融リスクのマネジメントのような、個別分野への非難
回避の視点の適用
　フッド自身は、非難回避のための戦略には、以下の３つの区分があると
する（表１）（Hood: 16-22）。
⑴　プレゼンテーション戦略：主として損失・損害の認知の次元を扱う。
これとともに、時間の要素も扱う。
⑵　エージェンシー戦略：主として認知された代理権の問題を扱う。
⑶　政策戦略：この戦略も、主として代理権の次元と時間の要素を扱うが、
組織構造における権限の配分よりも、組織が従うべき政策と標準業務手
続を通じてこれを行う。
　プレゼンテーション戦略は、情報操作、非難のステージのマネジメント、
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議論等によって非難回避をしようとする様々な方法に関係する。損失・損
害の認知に対して働きかけようとし、どのような情報を、いつ、どのよう
に国民に提供するかに力点を置く。
　エージェンシー戦略では、公職保持者が、非難を呼ぶ行動に関する権限
を移譲し、信用を得られる行動は自分の手中にとどめようとする努力を行
う（このことが、後述するような大きな緊張を生む）。
　政策戦略は、行動やアウトカムのプレゼンテーションや、政策と運営の
権限を誰が直接有しているかに力点を置くのではなく、意思決定において
とられるプロセスや、公職保持者が実際に行ったことの中身によって非難
を避けようとする方法である。真の、又は認知された負のバイアスが、国
民全体、又は問題となっている文化において大きければ大きいほど、行政
府・公共サービスの下位の職員までが、防御的なアプローチによって支配
される政策を取ることになる。
　この３つの戦略は、相互排他的でも、全体で包括的でもない。ベン図で
表１　非難回避戦略の３類型
対処している
非難の側面
取組 例 仮定
プレゼンテーション
戦略
（トラブルから脱出
するよう情報操作し
ろ）
損失又は損害の認知
と時間
非難を限定する（言
い訳）又は非難を信
用に変える（正当
化）のための議論そ
の他の国民の印象形
成手法
ニュース・マネジメ
ントを通じた国民の
認知の形成
プレゼンテーション
活動は非難を増大し、
引き付けるのではな
く、これを限定する
か、そらすものであ
る
エージェンシー戦略
（スケープゴートを
見つけろ）
代理権の認知と時間 空間又は時間におけ
る組織・公職保持者
間の公式の権限、コ
ンピテンシー又は所
轄
潜在的に非難に値す
る任務の「避雷針」
への公式の委任
組織における権限の
公式の配分は極めて
信用に値し、目立つ
ので、非難の大火事
の間は持ちこたえる
政策戦略
（敗者を生むような
疑義のある判断をす
るな）
代理権の認知と時間 組織又は個人の結果
責任又は非難のリス
クを最小化する政策
又は運営ルーチンの
選択
公職保持者による個
人裁量の行使を除去
又は最小化するため
の手順化と自動化
低い又はゼロ非難オ
プションが存在する
（例：関与の失敗と
非関与の失敗の間や、
自動化を選ぶか裁量
を選ぶかの間）
原出典： Hood, Christopher (2002), "The Risk Game and the Blame Game," Government and Opposition, 37⑴: 
15-37 からHood作成。
出典：Hood (2011), p.18, Table 1.1.
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表せば、相互に重なる部分が生じてくる（図２）。
Ⅲ．非難回避ゲームのプレーヤー
１．組織のトップ層
　組織のトップ層は、常に、信用を自分に引き寄せ、非難を組織の下部、
又は外部に押し付けようとしている。彼らは、生き残り策として、移り気
な心理の国民に対処する方法を見つけねばならない。通常、かれらは、ス
ピン・ドクター（情報操作の助言者）、報道官、メディア・コーチなどのプ
レゼンテーションの資源と専門能力を動員することが可能である。このよ
うな活動に投入される専門能力と技術はしばしば驚くべき規模と内容であ
る。
　このような、ストーリーをコントロールする資源の利用可能性に加え、
トップ層の人間は組織構造を変える、すなわち、不祥事が発生した際に責
任を取るべき者が誰になるかをコントロールすることもできる。もちろん、
憲法その他のルールによる制約もあるし、公式の報告ラインに国民が関心
（e）
（a）
プレゼンテーション戦略
政策戦略
（b）
エージェンシー戦略
（c）
（d）
（g）
（f）
図２　非難回避戦略のハイブリッド
例：表面上の権限移譲 例：秘密主義と象徴的な基準
出典： Hood(2011), p.21, Figure 2.1
例：政策の自動化
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を示さないという制約もある。
　トップ層は組織内の政策と手続の決定においても主導的役割を果たす。
しかし、これら資源を有していることの欠点は、不祥事が発生した時にも
目立つということである。
　トップ層は、些細なプライベートな生活上の事項にも国民の関心を持た
れる。特に、平等主義的な文化の中では、国民が言行不一致に対し常に注
目している。一方、権威主義的な国家ではトップ層のプライバシーを秘匿
できる場合もある。民主主義的と考えられている国の間でも、トップ層の
プライベートな生活上の事項に対するメディアの扱いは違う。例えば、フ
ランスやドイツのメディアは、イギリスやアメリカほど自国の政治家の性
的な過ちにうるさくない（Hood: 25-30）。
２．第一線の職員
　非難回避が第一線の職員の行動方法を形成する際、彼らは自らが犠牲者
であることを主張する。不祥事が発生した際に、非難を自分より上位の者
に押し付けようとするのである。列車が停止信号を無視して当該信号を通
過したために事故が発生した場合、トップ層及び中間層は、運転士個人が
非難されるように画策する。しかし、運転士は、少なくとも個人の不注意
に対する非難を緩和するため、劣悪な労働条件（強制的な超過勤務）、信号
が運転士からは読み取りにくい不適切な場所に設置されているなど、別の
ストーリーを述べたがる。「血塗られたかわいそうな歩兵」の姿を描くので
ある。このイメージに自らを適合させるため、自分たちがシステムの犠牲
者と見られるようにする必要がある。すなわち、彼らは、勇猛な軍団であ
るのに、過度の負担を課され、訓練は乏しい。そして、不可能な戦果を、
前線から遠く離れたところにいる、能力も意欲もない指揮官によって命じ
られる、というような印象を植えつけるのである。
　第一線の職員も、他のレベルの職員と同様、常に存在する非難リスクに
対し、文化的・心理的に対処しなければならない。例えば、警察では「職
員食堂文化」と言われる文化を確立している。これは、警察の部隊が、外
部世界とは区別された、自らの集団の非公式の行動規範を確立するもので
ある。このような文化は、立法や公式の倫理規範にさえ優越することもある。
　第一線の職員は、高いレベルのメディアの非難を扱う資源には乏しい。
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彼らは、定期的にそのような非難を浴びることはないので、トップ層が職
業人生を通じて経験していく対処術を、一から学ばなければならない。し
かし、彼らはオペレーションの慣行に影響力を有し、これを政策戦略に変
えうる。第一線の職員は、自らを非難から守り、自らのための政策と組織
を形成するために、（トップ層が自分の自由になる個人スタッフを用いるよ
りも）上記の「職員食堂文化」を用いるような、集団組織による対処を行う。
　政策戦略は、個人レベルでも行われる。マイケル・リプスキーらによっ
て強調された政策上の自律性は、非難リスクを伴う。なぜならば、第一線
の職員は、自分の裁量行使によって回避可能な失敗という結果をもたらし
た場合、非難に対して脆弱になる可能性があるからである。政策上の自律
性は、すべての非難の近道になる。なぜなら、トップ層、中間層の者が、
下の者がやったことについて「知らない」といって、その非難を第一線の
職員に押し付けられるからである。
　第一線の職員は、事実上の自律性を非難回避に用いる。この論理は、第
一線の職員が上層部と相互に作用し、又は協力し、さらには権限を上部に
移譲することにつながる。事実上の自律性を用いた非難回避の一般的な方
法は3 つある。①上層部の人々を意思決定に固定（lock in）する、②状況に
関わらずルールや手順に厳格に固執する官僚的な「規則第一主義」戦略を
とる、そして、③集団で業務に従事することにより、群れによる安全戦略
を用いることである。
　上層部の人々を「意思決定に固定する」とは、上司を意思決定に関与さ
せておくことで、後で、上司に、その決定を知らないであるとか、その決
定には同意していないであるとか言わせないことである。現代的な例では、
問題になるような意思決定につながる電子メールを第一線の職員が上司全
員にccで送付しておくようなというようなことである4）。
　第一線の職員は、多元的な説明責任の経路を通じて非難回避をすること
ができる。誤った意思決定をしたとしても、指揮命令系統以外に、地域コ
ミュニティの期待、メディアの需要、医療・安全上の義務などがあるから
である（Hood: 30-35）。
 4） 日本の稟議制も事例として挙げられている（Hood: 98）。
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３．中間層
　中間層は、トップ層と第一線の職員の間に位置する者である。中間層は、
一見、非難回避において安全な場所にいるように見えるが、現実にはトッ
プ層と第一線の職員の両方から最終的に非難を押し付けられうる位置にい
る。実際、トップ層は、第一線の職員と同盟を組んで、中間層が執行の障
害となっているという「凍り付いたミドル」（frozen middle）のストーリー
に仕立て上げようとするからである。他方、第一線の職員も、中間層であ
る直上の上司の頭越しにトップ層に不服を訴える。
　中間層が非難の受け手であるということは、裏返せば、非難を上下、さ
らに水平的（他の中間層）いずれの方向にもシフト可能な立場にあるとい
うことでもある。中間層は、トップ層からの指示や政策ガイドラインを標
準オペレーション・ルーティンに書き換える立場にある。中間層がトップ
層に非難を固定する方法の１つは、トップ層が処理できないほどの量の電
子メールのコピーをトップ層に送り付けることである。他方、政策を具体
化するための資源を、非難を第一線の職員のミス等にシフトするために用
いることもできる。さらに、他の中間層に非難を渡してしまうこともできる。
　中間層は、指揮命令系統の中間層、共通サービス提供者、規制者及び監
察者に区分できる。彼らは、これらの機能の複数のものを果たす場合もあ
るし、その機能が重複する場合もある。その結果、「誰も権限がない世界」
（no-one-in-charge world）を生み出してしまうこともある。誰も権限がなく、
多数の組織が関係する構造が、敵の目をくらまし、進歩している、あるいは、
ダイナミックに動いているという印象を与えるための、部門移動や名称変
更などの組織再編のプロセスによることもある。このような組織再編は、
新組織が問題を解決するという印象操作で非難回避に用いられるとともに、
組織再編の移行で生じる一時的な問題に対する非難も、同様に新組織が解
決するからということで回避する機会を提供する。
　トップ層の官僚コントロール戦略が、意図せずに中間層の非難回避を助
けることもある。例えば、フランクリン・ルーズベルトが好んだような、
複数の部門の権限が重複し、相互に所掌事務と資源を奪い合うような「分
割統治コントロール戦略」（divide-and-rule control strategy）である。この
ような戦略をトップ層が完遂するためには、多数の重複する中間レベルの
部門が、問題発生時に相互に非難するような条件をあらかじめトップ層が
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作っておくことが必要である（Hood:35-38）。
４．組織外部の人々
　組織外部の人々とは、一般国民（顧客、申請者、照会者、収容者、患者、
生徒など、公共サービス提供組織と直面する者すべて）とその団体である。
　通常、組織外部の人々は「非難を受ける者」ではなく「非難する者」と
とらえられがちである。しかし、少なくとも以下の４つの方法で、組織外
部の者が、最終的に非難を受ける者となることがある。
　第１に、政府や公職保持者は、社会の病理やその他の失敗を、自らの失
敗のせいにするのではなく、社会・組織の内部の敵、又は国際的な力・外
国の力のせいにしようとする。
　第２に、報道機関の報道内容は無責任に一方的なものである、恐ろしい
ストーリーや未発見の噂を広めてパニックを生み出している、シニシズム
を促進し、組織への国民の信頼を損なおうとしているなどとして、メディ
アに非難を向けようとする。
　第３に、富を誇示した、被害を呼ぶような不適切な服装をしていた、治
安の悪い地区に自ら入った等の理由で、被害者に非難を向けようとする。
　第４に、犯罪学者デビッド・ガーランドが「権限化」（responsibilization）
と命名した方法による外部への非難のシフトがある。これは、政府が解決
できない問題に対する非難を、不適切な育児や市民社会の分断のような、
社会の他のアクターに押し付ける（彼らの権限（行動責任）とする）とい
う方法である（Hood: 38-41）。
５．各プレーヤーの比較
　各プレーヤーが非難回避できる方法と、非難回避に利用可能な資源を整
理したものが、表２である。プレーヤー間の相互作用は、組織構造と組織
文化の影響を受ける。例えば、他の条件が等しければ、トップに外部から
直接就任するような組織は、警察や軍のようにトップが下からの昇任で就
任する組織よりも、組織文化の理解の不足のために、トップ層とボトム層
（中間層・第一線の職員）との間で非難闘争が起こりやすいであろう（Hood: 
43）。
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Ⅳ．プレゼンテーション戦略
　フッドは、プレゼンテーション戦略の４つの主要なタイプとして、「論破」
（winning the argument）、「幕引き」（drawing a line）、「主題の転換」（changing 
the subject）及び「姿勢を低くする」（keeping a low proﬁle）を挙げている（表
３）。
表２　非難の世界：４種のプレーヤーとその戦略
住む世界
非難回避に利用可能な
主な方向性
非難回避に利用可能な主な資源
上 下 横・中 外 プレゼンテーション 代理権 政策
トップ層 〇 〇 〇
典型的には、３種の戦略すべてを追求するために、自らの意
思で使用可能なかなりの量の資源があるであろう
第 一 線 〇 〇 〇
主として団体行動
を通じて
主として非難をそ
らすための多数の
説明責任の創造的
操作を通じて
主として政策とオ
ペレーションの解
釈において、例え
ば、顧客や利用者
を非難するための
「職員の酷使がな
い」ルール
中 間 層 〇 〇 〇 〇
個人の自由意思で
使用できるプレゼ
ンテーション資源
はないであろう
詳細な代理人間の
関係をコントロー
ルできる。又はそ
れに少なくとも影
響を与えうる
既定の政策・手続
の詳細を「小さい
文字」で書くこと
によるコントロー
ル
市民社会 〇 〇
大企業プレーヤーから社会的に孤立した者まで、この世界の
アクターの多様性を前提とすれば、可変性が高い
非難回避に利用可能な方向性：
上（例：より上位のマネジメントを非難する）
下
横・中（例：他の機関を非難する）
外（例：メディア、敵、妨害者）
出典： Hood(2011), p.42, Table 2.1
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１．「論破」
　「論破」とは、あらゆる非難可能性について論破することである。「論破」
の方法には、①問題の存在の否定（回避すべき損害はない）と、②非難す
べき対象は他のどこか（代理人）にあるとするか、シャッフルしてなくし
てしまうというものがある。
　問題の存在の否定には、さらに複数の種類がある。①問題の全て否定し
てしまうもの、②小さな問題はあるが、その問題の深刻さ、重要性を否定
するもの、そして、③前２者の問題の否定とともに逆攻撃を行うものである。
　逆攻撃は、公職保持者や組織に対するあらゆる批判を、政治的に動機付け
られたトラブル・メーキングとして描く形をとる。さらに、問題の立証責任
は、非難を受ける者ではなく、批判する側にあるとし、これには、スパイ、
内部告発者、情報漏えい者を解任したり、応答すべき問題を示唆するような
者に対し、様々な制裁が与えられうるという脅迫をすることも含まれる。
　「論破」のための議論の方法には、議論に入れるべき事実や前提と、そう
でないものを選択的に用いる、アリストテレスが言うところの省略三段論
法（enthymeme）をとる場合もある（クリントンのモニカ・ルインスキー
事件における「性的関係」の解釈など）。類似の戦術として、過去の出来事
の再解釈によるものもある。
　問題の存在の否定は、事実又はその解釈を修正する。これは、強調する
点の変更、修飾語の挿入、あからさまな嘘まで、科学におけるデータの人
為的操作や偽造と同じ程度の創意能力を必要とする。
表３　プレゼンテーション戦略の諸類型
姿勢を低くする
モットー：嵐が過ぎ去るまで姿勢を低
くしていろ。
例：コメントできない状態
論破
モットー：あなたの聴衆に対してあな
た側が勝つように戦え。
例：説得力のある言い訳と正当理由を
述べる。
主題の転換
モットー：あなたの批判者や国民の注
目をそらせ。
例：悪いニュースを埋める好機を見つ
ける。
幕引き
モットー：あなたの批判者が悪意を持
つ前に武装解除しろ。
例：「謝罪民主主義」戦略
出典：Hood(2011), p.49, Table 3.1
　（　　）　50巻２号　（2016. １）303
（　　）14 クリストファー・フッドの「非難回避ゲーム」概念について
　問題の存在は認めたうえで、非難を回避するか、緩和しようとする場合
もある。オックスフォード大学の哲学者ジョン・オースティンによれば、
伝統的に、釈明（excuse）と正当化（justiﬁcation）は区別される。釈明は、
問題の存在を認めた上で、非難の緩和・回避を意図するための議論である
のに対し、正当化は、非難を信用に変えることを意図する議論である。組
織又は公職保持者が、自らが原因となった損害・損失に対する非難の全部
又は一部を逃れうる理由を説明するような釈明は、一般的に見られる。官
民問わず、よく見られる釈明は、「予見できない状況」「初期の小さな問題」
「コンピュータ・システムが落ちた」などである。釈明が問題の存在否定よ
りリスクが高いのは、後で関係が全くなかったと主張することが困難であ
ることである。しかし、第一線の職員は、問題の存在否定より釈明を用い
ることが多い。これは、問題の存在自体を第一線の職員のレベルで否定し
きることが困難であるからである。
　トップ層の公職保持者の釈明でよく行われるのは、特定の時点で、情報
の不可欠な部分を知っていたということを否定するものである。このアプ
ローチはハイリスクである。問題の時点で実際に公職にある者が知ってい
たことを示す「硝煙の上がる拳銃」のような電子メールなどの証拠が現れ
ることがあるからである。
　釈明にはこのような使いにくさがある一方、正当化は、成功すると、非
難を緩和する以上の効果がある。正当化はトップ層によって使われること
が多い。また、正当化は、釈明の繰り返しより、正の方向への反論になる
（Hood: 50-53）。
２．「幕引き・自白タイム」
　ハイレベルの公職保持者を中心に、問題の存在にも権限の有無についても
争うことなく、批判者を無力化し、同情を引くように計算された謝罪を、先
手を打って公表する場合もある。非難回避ゲームのいずれのプレーヤーも先
手を打って謝罪するという戦術を用いうる。しかし、トップ層の個人的な行
為についての謝罪が最も関心を引く。低いレベルのプレーヤーにとっては、
上司が、自らの保身のために、プレーヤーの謝罪をその者の有罪の告白とし
て扱い、当該プレーヤーの解任の原因を作ってしまうリスクがある。
　政府のハイレベルの公職保持者が、自身が着任する以前の、失敗に直接
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の権限を有するはずのない遠い過去の出来事を謝罪する場合もある。この
ような戦術は、非難回避のみならず信用主張ともみなしうる。過去の誰か
他人によって引き起こされた、回避しうる損害を受けた者との連帯を表明
する、道徳的に優れた者として謝罪者を描いているからである。
　このアプローチも、トップ層に比較的多く使われる戦術である。このア
プローチのリスクは、誠意がないと拒絶されたり、象徴的な謝罪、又は費
用のかからない謝罪ではなく、補償行動を求められたりすることにつなが
りうることである。特に、後からの謝罪は、無条件の悔悟の表明をねらっ
ているため、このリスクが大きい。
　事前・事後いずれの謝罪も万能薬ではない（万能薬ならば常時使用され
るはずであるが、実際には個人の行為より組織の失敗に用いられる傾向が
ある）。しかし、なお、謝罪がプレゼンテーション戦略の１アプローチとし
て有効な場合がある。事後の謝罪は、他人に責任のある過去の個人の品行
の悪さ又は組織の失敗の場合に有効である。事前の謝罪は、非難回避への
疲労が生じた時（非難回避ゲームが長期に続いたために、関係者の間に防
御的ではないアプローチを受け入れる雰囲気が生まれてきた時）に有効で
ある（Hood: 53-56）。
３．「主題の転換：悪いニュースは埋めてしまい、アジェンダをシフトする」
　このアプローチは、非難のスポットライトを避けるために、国民の関心
をそらし、そのアジェンダを他の事項へシフトさせようとするものである。
代表例は、2001年９月11日の世界貿易センターテロ事件の日に、イギリス
の運輸・地方政府・地域大臣ステファン・バイアーズの特別顧問ジョー・
ムーアが「悪いニュースを埋めるのには良い日」という電子メールを省内
の職業公務員の同僚に送ったというものである（この例での「悪いニュー
ス」は地方政府議員の手当増額と年金受給資格の緩和の公表など、有権者
に不人気の政策である）5）。
 5） この事件は、電子メールの内容が明るみに出たことで、ブレア政権の情報操
作に対する批判が起こり、政治任用の特別顧問が職業公務員に与える影響力を
制限することになり、ムーア自身の政府でのキャリアも閉ざすこととなった
（Hood: 57）
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　国民の関心をそらす戦術は、複雑なため、選挙で選出される政治家のみ
ならず、職業公務員の官僚制の世界まで巻き込むこともある6）。この戦術は
新しいものではないが、現代のメディア環境は、この戦術への挑戦と機会
を提供している。挑戦は、現代のインターネット・メディアは、特定の負
のストーリーに夢中となっている者に対し、総合ニュースメディアのフィ
ルターを経由することなしに、そのようなストーリーを伝える専門ウェブ
サイトに集中することを可能にしているということである。機会とは、グ
ローバル化した24時間メディアの世界では、問題となる事実、決定、文書
などをその裏に隠せるような大ニュースが生まれる可能性があるというこ
とである（Hood: 56-58）。
４ ．「姿勢を低くする：秘密、隠れて横たわる、舞台裏で作業する、伝達者
を除去する」
　この戦術は、公職保持者・組織が、非難に対し、できる限り発言せず、
代わりに、公式の守秘、姿勢を低くする、批判を鎮静化するために裏で手
を回すなどの方法によって非難を回避しようとするものである。
　情報を制限することは、潜在的な非難を寄せ付けない一手段である。こ
の手段のバリエーションには、公式の守秘義務から、情報公開法を制定し
た民主主義国でみられるような、問題となりそうな情報を強く政府中枢で
マネジメントしようとするものまである。非難の対象となりそうな情報を
大量のつまらない情報と一緒に流したり、重要な説明責任のための議論の
直前に情報を開示したりして、潜在的な非難者が、重要な詳細事項を摘示
しにくくするという手段もある。
　少し異なった戦術として、沈黙を守り通す（「隠れて横たわる」）という
ものもある。多くの情報を有する、好戦的な批評家との、綿密に事前準備
されたインタビューのリングに上らなければならなくなった場合に、公職
保持者は、低姿勢が最も非難を呼ばない選択肢であると結論付けることも
 6） この例として、フッドは、イギリス政府の貿易委員会が、客船タイタニック
号事件の惨事の原因となった救命船に関する規制の懈怠を、運航会社の運航方
法、隔壁設置義務を作った委員会の能力、近隣を航行していた貨物船の行動な
どに転嫁したことを挙げている（Hood: 57-58）。
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しばしばある。この戦術に伴うリスクは、「空の椅子」（空の椅子は姿を現
さないことの象徴で、暗に有罪であることを認めているととらえられうる）
という評判がメディアによって広められることである。
　「姿勢を低くする」戦術としては、一方的なコミュニケーション（弁護士
による釈明文書の読み上げなど）、事前に同意した質問にだけ答えるインタ
ビューへの出演、さらに、非友好的なメディアへの出演を拒否し、攻撃的
ではないメディアにのみ関与する、裏から脅迫・誘導する、裏で自身につ
いてネガティブな報道をするジャーナリストに圧力をかける、実際又は脅
しとして、法的差止め、名誉棄損訴訟により、歓迎できない主張を抑止・
ブロックするなどがある。
　しかし、法的差止め、名誉棄損訴訟は反撃を受ける可能性がある。法的
差止めは、メディアに、潜在的に重要なストーリーを知らせてしまう場合
がある（外部に出ないよう検閲された情報がすぐにインターネットに出て
しまう場合など）。名誉棄損訴訟の脅しは、実際に名誉を棄損されたという
主張と立証を法廷でしなければならず、敗訴のリスクもある。
　非難に関与しないという戦術は、政治家・職業公務員のリーダーが好む活
発なイメージからは外れる戦い方にも見える。しかし、少なくとも以下の２
つの環境においては、その意味がある。１つは、非難の対象となる事件が短
命で、メディアが短期間で他の事件に移る場合、もう１つは、事態が酷くな
り過ぎて、他の主張や釈明が逆効果になるような場合である（Hood: 58-62）。
５．プレゼンテーション戦略の活用範囲と限界
　フッドによれば、ケース・スタディの定性的分析や実験法による証拠か
らは、プレゼンテーション戦略の中には、収穫逓減の法則、あるいは、負
の収穫の法則にしたがうものもある。これは、政治的な信用が使い果たさ
れて自分に跳ね返ってくるため、短期的成功がさらに困難を深くしうるた
めである（Hood: 63-64）。
　1960年代半ばから90年代半ばまでの観察では、政府その他の組織がスピ
ン・ドクターとメディア・マネジメントへの投資を増やしても、政治家と、
政府その他の組織に対する国民の信用を改善する効果は、証拠上は明らか
になかった（Hood: 65）。
　プレゼンテーション戦略において「何が機能するか」は、特定の時と場
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所における態度・信念に依存する。公職保持者に対する信用が著しく低下
し、彼ら又は彼らのスピン・ドクターの言うことが全く信じられないとみ
なされるようになると、プレゼンテーション戦略は、「論破」「幕引き」か
ら「主題の転換」「姿勢を低くする」になる。プレゼンテーション戦略又は
情報操作は、そのうちの１つの戦術のみを用いるものではなく、複数の戦
術によるアプローチのセットとして用いるものである。個々のアプローチ
は、一定の時点で収穫逓減又は負の収穫に陥るからである（Hood: 65）。
　しかし、プレゼンテーション戦略がなくなることはない。他の戦略を使
用できない場合には、プレゼンテーション戦略を使うしかない。さらに、
トップ層及び中間層のプレーヤーは、原則としてエージェンシー戦略や政
策戦略を使用可能であるのに、非難の危機に直面するとプレゼンテーショ
ン戦略に依存してしまう。エージェンシー戦略と政策戦略は、多くは事前
に行使するタイプの戦略なのに対し、プレゼンテーション戦略は、事前の
みならず事後にも用いることができるためである（Hood: 65-66）。
Ⅴ．エージェンシー戦略
　国民から見れば謎に見える政府組織の機能不全は、非難回避の視点から見
ればずっとよく理解できる。非難回避の論理が組織設計を支配していれば、
他の設計原則から提案される組織設計とは極めて異なるものとなる。特に、
非難をそらしたり、分散させたりすることが重要であれば、部門の分離、過
去の構造からの分離になる。また、組織のオペレーティング・ルーティンは
チェックリスト重視型になる。ここでの問題は、権限移譲その他のエージェ
ンシー戦略が提供するような防御的な「テフロン加工」を装備するためには、
引き換えに、何を犠牲にしなければならないか、そして、プレゼンテーショ
ン戦略と同じく、収穫逓減又は負の収穫を前提として、非難回避のために
エージェンシー戦略を用いうる条件は何かということである（Hood: 64-69）。
　フッドは、エージェンシー戦略の中の各種戦術を、２つの軸を用いて整
理している。１つは、単一の組織内の事項として取り扱うのか、当該組織
の枠を越えて外部に非難を向けるのかである。もう１つの軸は、組織内の
秩序を重視するか、それとも、秩序重視ではなく、よりダイナミックであ
ることを重視するかである。この結果、表４に示すように、①権限移譲を
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通じた非難回避、②防御的な組織再編、③パートナーシップ構造、及び④
市場による政府の４つが、エージェンシー戦略における戦術の主要なもの
となる。フッドは、『非難回避ゲーム』においては、政治学において最も関
心を集めているという理由から、主として、権限移譲戦略に焦点を当てて
いる（Hood: 69-70）。
１．権限移譲
　エージェンシー戦略を取り扱う『非難回避ゲーム』第４章のエピグラフ
において、フッドはマキャベリの次のような言葉を引用している「王子は
不人気な方策の立法を他人に委任し、人気のある政策の分配は自らの手か
ら放してはならない」（Hood: 67）。400年前から、直接指揮するか委任する
かというのが、公職保持者や企業の重要で基本的な選択であったことを示
している。
　非難回避の視点からは、権限移譲の問題は、スポーツチームのコーチに
なるか、取締役会の会長になるかを選ぶようなものである。コーチは、直
に行為のコントロールを有し、日々選手を指揮し、試合ごとにチームの戦
表４　エージェンシー戦略の諸類型
静的・秩序維持的戦略 動的・秩序破壊的戦略
団体組織
に焦点
行動責任のラインの下位又は組
織中枢外への移譲
モットー：責任はここにはない。
例：非難を引き受ける「皇帝」、
高射砲を受ける者、避雷針
防御的な組織再編と人事ロー
テーション
モットー：それはその時のこと、
これはこれ。
例：児童福祉のような非難を強
く受けるサービスでの頻繁なマ
ネジメント・メリーゴーランド
型組織再編
組織を越
えた要素
に焦点
パートナーシップ構造
モットー：独行するな。
例：官民パートナーシップ、政
府間プロジェクトその他の複数
機関プロジェクト
市場による政府
モットー：俺を責めるな。市場
を責めろ。
例：幹部給与システムのように、
非難を吸収するために「市場の
力」を利用する
出典：Hood(2011), p.70, Table 4.1
　（　　）　50巻２号　（2016. １）297
（　　）20 クリストファー・フッドの「非難回避ゲーム」概念について
略を立てる。会長は、グラウンドでの運用から距離を置き、コーチの任免
権限を有する。すなわち、チーム成績が低迷し、ファンや投資家ががっか
りして怒りの非難を浴びせた場合に、会長は、彼らからの非難を、コーチ
への批判、警告又はコーチの解雇によってそらすことが可能である。
　公職保持者は、コーチ型アプローチをとり、重要なオペレーションに関し
直接指揮をとることによって、信用を主張する機会を見出すことができる。
しかし、等しく、ハイレベルの公職保持者が、問題の多い日々のマネジメン
トやサービス提供のオペレーションから安全を確保できる距離に自身を置く
ことによって、目標設定者、業績監視者、コメンテーター、マネジャーの任
用者・解任者、そして、事後にマネジャーの行為・決定を審査する者として、
「腕一本の距離」の役割を高めることにより、非難から身をそらせると判断
する場合もある。公職保持者は、状況によって会長からコーチへと変身する
という、プレゼンテーション・スキルを使うこともある（Hood:70-72）7）。
　組織設計に対する従来の合理的選択アプローチで仮定しているのは、政
策やオペレーションに関する直接コントロールと権限移譲の間の選択をす
る際に、議員その他の選挙公職に在る者は、信用と非難リスクのトレード
オフを行わねばならないということである。直接コントロールはハイリス
ク・ハイリターンオプションで、アウトカムが正ならば信用、負ならば非
難を受けることとなる。逆に、権限移譲は、リスク回避戦略であって、ア
ウトカムが悪くても、自らへの非難を限定できるが、アウトカムが正であっ
ても、自らが受ける信用も、同じように限定される。
　表５は、直接コントロールか権限移譲かの選択と、アウトカム又はパ
フォーマンスが正であったか負であったかの２軸により、得られる信用又
は非難を整理したものである。上記のマキャベリの格言は、リスク問題を
無視し、君主は、事前に、人気の施策となるであろうものと、不人気の施
策となるであろうものを、十分な信頼性をもって特定可能であるいうこと
を暗に仮定している（Hood: 72-73）。
　公職保持者自身がリスクに対し負のバイアスを有する場合には、権限移
譲が支配的な戦略となる。権限移譲は、意思決定論におけるミニマックス
 7） 非難を避けることを「避雷針」（lightning rods）、非難を受ける者を「高射砲
を受ける者」（ﬂak-catchers）と例えることもある（Hood: 72）。
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戦略に従う者の選択である。しかし、疑問は、ハイレベルの公職保持者と
政府組織が、オペレーションに直接権限を保持することを選ぶ場合もある
のはなぜかということである。
　これに対する考えられる回答は、少なくとも４つある。①個人のパーソ
ナリティの問題である。②権限移譲により本来権限を有していた者が非難
から守られるという仮定は、単純にすべての文化・制度状況において有効
であるという訳ではないかもしれないからである。③公職保持者がトレー
ドオフから脱出できるような条件もある。疑似独立公的企業が1930年代か
ら60年代にかけて広まった。このような組織を用いると、ミスが起きたり、
不人気な決定がなされた場合に、実際には多くの指揮権は譲り渡すことな
しに、大臣・政府は、オペレーションに関する事項に対する行動責任を否
定しうる。④直接指揮か権限移譲かという選択は、表５で整理したような
単純な二択の問題ではないからである。表６は、権限移譲を、さらに、本
来の権限者（政府）と受任者（疑似独立主体）の距離と、権限移譲が明確
に行われているか、あいまいかによって、権限移譲が「ハード」か「ソフト」
かについて整理したものである。公職保持者又は政府組織は、その非難リ
スク回避の選好により、「ハード」な権限移譲と「ソフト」な権限移譲の間
で連続的に戦術を決めるのである（Hood: 74-79）。
表５　権限移譲と政治的非難のリスク：従来の理解
業績のアウトカム
戦略的
選択
「良性」（プラスのアウトカム） 「悪性」（マイナスのアウトカム）
直接権限
行使
⑴
信用：高
非難：低
結果：信用を主張
⑵
信用：低
非難：高
結果：非難を招く
権限移譲
⑶
信用：⑴よりは低い
（部分的には権限移譲でそらさ
れている）
非難：低
結果：信用の減少
⑷
信用：低
非難：⑵より低い
（部分的には権限移譲でそらさ
れている）
結果：非難回避
出典：Hood(2011), p.73, Table 4.2
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２．ターゲット移動アプローチ
　ターゲット移動アプローチでは、権限を委譲することなく、組織編成に
おいて、非難の対象を分かりにくくする。例えば、防御的な組織再編や職
員のジョブ・ローテーション、組織編成は変えずに組織内手続を変更する
などである。「顧客地獄」と呼ばれるように、大規模組織では同じ担当者が
同じ顧客を２度取り扱うことがない。問題を起こした担当者は異動し、当
該案件に対する権限はないと主張する新たなチームが後に残ったり、頻繁
な大臣交代で、当該大臣が関与した、又は関与しなかった事柄の結果につ
いて当該大臣が在職中に非難を受けたりすることはない。
　ターゲット移動アプローチは、はトップ層及び中間層が取りうる戦術で
ある。第一線の職員は、自らこの戦術に着手することはできないが、受け
身の立場であっても利用することがある（Hood: 79-81）。
３．パートナーシップ構造
　パートナーシップ構造アプローチは、複数の組織からなる複雑な協働構
造により、どの組織を非難すべきか特定できないようにすることである。
これには、複数のレベルのものがある。①独任制ではなく合議制の構造を
表６　ハードな権限移譲とソフトな権限移譲
権限移譲の明確性
移譲を受けた主体
と政府又はハイレ
ベルの公職保持者
との距離
クリアカット
特定可能な受任主体が永続的に
すべての関係する活動を実施す
る権限を有する
ファジー
特定可能な受任主体が関係する
活動のすべてではなく一部に対
し、又は時々、権限を有する
高い（法律裁判所
や選挙によって選
出される機関のよ
うな確固とした機
関への権限移譲）
⑴
ハードな権限移譲
非難の押し付けの信用度：高い
コントロールの喪失：高い
⑵
混合型権限移譲
非難の押し付けの信用度：混合
コントロールの喪失：混合
低い（移譲を受け
る機関の構成を委
任者が容易に決
定・変更できるよ
うな権限移譲）
⑶
混合型権限移譲
非難の押し付けの信用度：（両
者のリンクの可視性次第で）極
めて低い
コントロールの喪失：低い
⑷
ソフトな権限移譲
非難の押し付けの信用度：（両
者のリンクの可視性次第で）極
めて低い
コントロールの喪失：低い
出典：Hood(2011), p.78, Table 4.3
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とる（エージェンシー・アプローチと政策アプローチの境界線上）、②組織
間の水平パートナーシップ。所掌事務の狭間の課題や専門分野横断的な課
題に対する「結合された政府」のように、多くの別々の組織が一緒にプロ
ジェクト・サービスの権限を有する、そして、③公的組織とビジネスの間、
政府と独立機関の間のような、垂直パートナーシップである。
　官民パートナーシップは、1990年代から流行となってきた。パートナー
シップは、否定的なニュアンスを持つようになってきた民営化に代わる言
葉として用いられるようになってきた。このようなパートナーシップは、
一方で「誰も権限を有さない政府」を作り、参加する各パートナーに、他
のパートナーを非難する機会を与える
　一段上のパートナーシップには、政府間関係の枠組みがある。例えば、
１国内の政府間パートナーシップ（中央政府と地方自治体など）から、多
様な国際間協力まで存在する。EUは、異様に複雑な組織と化しているが、
この複雑さは非難回避にとって有用であり、このような性質が、EUのよう
な組織が発達した重要な要素である可能性がある（Hood: 81-83）。
４．市場による政府：非人格的な力による非難回避
　このアプローチでは、非難のエージェンシー要素を、「市場の環境」とい
う、市場の非人格的な要素にシフトする。
　このアプローチが用いられる分野としては、政治家や公務員のような
トップの公職保持者の報酬水準のようなセンシティブな主題が挙げられる。
これらの者の報酬水準は、「市場の環境」に基づいて決められていると主張
される。しかし、多くの公選の政治家は、自らが多国籍企業を経営できる
能力があるという前提、又は、比較すべき労働市場の報酬水準を、教師や
ソーシャル・ワーカーのような「話すプロ」に支払われる、より低い報酬
水準より、トップクラスの企業弁護士や、多国籍企業のトップレベルの幹
部の報酬水準とすることが適切であるという前提を暗に置いている。
　外国為替における通貨ペッグや、第三者リスクをカバーするのに民間保
険会社を使うのもこのアプローチの戦術の１つである。
　「市場による政府」アプローチは、エージェンシー戦略の一態様であると
ともに、プレゼンテーション戦略とも隣接するアプローチである（Hood: 
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83-85）。
５．エージェンシー戦略の活用範囲と限界
　もし、公職保持者が合理的計算者であれば、その者は、エージェンシー
戦略のアプローチを、指揮をとることによって発生する非難と、指揮権行
使を回避することに対する非難とが等しくなる点まで適用する。
　ここで、権限移譲による非難回避は、統治構造の差、すなわち、アメリ
カ型の権力分立と、イギリス型の議院内閣制システムとのいずれにおいて
より活用しやすいのかという疑問が生じる。ハロルド・ラスキによれば、
アメリカでは、政治的な権限を個人化する傾向により、大統領がマキャベ
リ型の非難回避アプローチをとりうる実際の能力は著しく制限されている。
一方、ペンドルトン・へリングによれば、議院内閣制には、あらゆる目的
に用いうる政党コントロールが伴い、このコントロール権は、非難回避の
ための権限移譲の基礎としては都合がよくない。
　エージェンシー戦略の大きな限界としては、権限に伴わない、個人資金、
恋愛問題、自己演出活動のような行為に対する非難は移譲できないという
こともある（Hood: 85-89）。
Ⅵ．政策・オペレーション戦略
　この戦略は、非難を受けることが最も小さい政策、手続、オペレーショ
ン手法を選択することである。潜在的に非難を受けうる行為をすべて控え
るというやり方もあるし、手続上の手段に集中するというやり方もある。
1990年代に組織経営で「ビジネス・プロセス・リエンジニアリング」
（business process re-engineering）が流行した一方、フッドによれば、実際
には、潜在的な非難を呼ぶ要素を除去する「非難防止リエンジニアリング」
（blame prevention re-engineering）と称すべきものも多く行われた（Hood: 
90-92）。
　フッドは、政策戦略の4 つの主要なタイプとして、「プロトコル化」
（Protocolization）、「群衆化」（Herding）、「個人化」（Individualization）及び
「禁欲」（Abstinence）を挙げている（表７参照）8）。
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１．プロトコル化
　この作業方法は、直感的な意思決定を、法の支配の手続に代えることに
より、関係職員が、恣意、情実、腐敗、ダブル・スタンダード、貧弱な個
人的判断で非難されることを難しくするものである。中間層及び第一線の
職員によってよく用いられるが、トップ層が用いる場合もある。
　「ルールに基づいて行動する」という考え方は、ニュー・パブリック・マ
ネジメント時代になっても退潮の兆しはなく、民間のビジネス部門におい
ても拡大しつつある。
　このアプローチには、プレーヤーがコントロールを喪失してしまうこと
による代償的な損失が生じる場合もある。例えば、救急救命の現場で他に
注射針がないのに注射針の再利用が禁止されていてできない、緊急事態で
自動車を運転しなければならないのに、シートベルトが故障していて、シー
トベルト着用義務のために運転できないなどの事態である。コントロール・
システム、意思決定システムから裁量を外すという、非難回避の「核オプ
ション」（最終手段）を採った場合に、このようなアウトカムが生じる傾向
がある。個別の事案では、よりよいアウトカムを生み出すためにルールか
ら逸脱することも必要な場合が生じうるからである。
　プロトコルと手続の自動化は、組織や個人が、常識に基づいて行動した
表７　政策戦略の諸類型
禁欲
モットー：ノーと言うだけ。
例：助言又はレクリエーション施設
サービスの停止
プロトコル化
モットー：規則厳守。
例：ベスト・プラクティス手続を通じ
た防御的医療
個人化
モットー：購入者（運営者・利用者）
に自覚させろ。
例：最高の倫理基準を明言するミッ
ション文書
群衆化
モットー：集団の中にいろ。
例：子どもの安全又は小児性愛者リス
クの集団査定
出典：Hood(2011), p.92, Table 5.1
 8）　フッドは、「政策戦略」と「政策・オペレーション戦略」を、共に、第一線
の職員が業務執行上行うオペレーション上の決定を含むものとして用いており、
本稿でもそれに倣う。
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ときよりもルールに従った時の方が非難を受けるようになったところで限
界に達する（Hood: 93-97）。
２．群衆化
　この戦術は、集団的意思決定や、集団作業スタイルの形をとる。群衆の
中に埋没することによって、問題が生じても特定の者に非難が集中しない
ようにするのである。例えば、将来、非難を呼びかねない一連の行為に対し、
他の者も「乗船中」（共同責任を負う）であることを確保するための非公式
のクリアランスと協議のシステムの形をとることもある（Hood: 97-100）。
３．個人化
　この戦術は、群衆化とは逆に、利用者や被害者を非難を受けるスケープ
ゴートにしてしまうものである。例えば、いわゆる「権利放棄書」
（disclaimer）は、製品・サービスの利用者・オペレーター自身に、リスク
に関する情報を習得し、適切な注意を払う義務を負わせる仕組みである。
「選択」を消費者に与えることも非難の個人化につながる。非難をする利用
者などをクレーマー扱いするような「非難を非難する」という形態もある。
　類似の戦術として、エラーや逆機能が生じた場合に、第一線の労働者・
オペレーターがその枠内で働かねばならないシステムを設計し、コント
ロールし、指揮する者ではなく、個々の第一線の労働者・オペレーターを
非難するという戦術もある。高尚に宣言された組織ミッションを達成でき
ないために非難が起こったような場合、その非難は、このような、例外を
認めないような文章で当該ミッションを宣言した組織より、個々の雇用者
に向けられかねない。
　個人化は、上司が、部下の失敗で損害を被る場合にも起こりうる。官民
両部門の強力な組織において、上司に非難を向けようとする平等主義的な
圧力は普通に観察される。一方で、トップ層と中間層は、非難を部下に向
けようとする（Hood: 100-102）。
４．禁欲
　この戦術は、そもそも、非難を呼びそうなオペレーションを行わない、
又はそのような施設やサービスの提供をしないということを選ぶものであ
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る。
　非難リスクのある行動をしないということは、その行動によって回避し
えた悲劇が発生した場合に強い非難を受けうるということでもある。ここ
で、フッドは、ジョン・グラハムとジョナサン・ワイナーの「リスク防止
可能性曲線」をモデルに「非難回避可能性曲線」（blame avoidance frontier: 
BAF）を提案する（図３参照）。この分析では、あらゆる非難の源には、反
対に作用する非難の源がある（何かすることによる非難と、それをしない
ことによる非難など）。このような条件下では、非難回避のための政策戦略
の選択は、生産可能曲線上での最適点を見つけるようなものである。図３
のような世界では、非難がないという政策の選択肢はないので、非難を最
小化するオプションを探すこととなる。戦略はBAF上で、ある行動とその
反対に作用する行動との相対的なウェイトによって選ばれる。その結果、
（パレート最適のように）ある戦術の追及による非難の減少が、他の戦術に
対する非難の増加と等しくなる点で均衡する（Hood: 102-105）。
５．非難回避に対する政策戦略の適用範囲と限界
　政策戦略の動員の難易度は、勝者・敗者が社会的・地理的に分散してい
るか集中しているかに依存すると考えられている。一度、負のバイアスが
視野に入れば、潜在的な非難による損失は、潜在的な信用の便益より重く
加重される。
　政策戦略の適用範囲と限界については、フッドは、証拠は欠いているも
のの、以下の３つの結論を引き出せるのではないかとしている。
⑴　政策戦略の限界は、図３のBAFに到達したときである。例えば、他人
と同じことをしていれば、一人だけ特定の非難にさらされることはない
が、逆に、他人と同じく悪い、又は非難を受けるべきシステムや主体の
一部であるとして非難されるという対価を払うことになる。経済学にお
ける生産可能曲線が、効率性向上によって外側に移動するように、図４
のように、国民の政府への信用・信頼が高まれば、BAFは外側に移動し
（BAF1→BAF2）、政策戦略のトレードオフの制約が緩くなる。逆に、国
民の政府への信用・信頼が低下すれば、BAFは原点に向かって移動し
（BAF1→BAF3）、より低い水準で、行為をしてもしなくても、どちらも
非難されることとなる。
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⑵　政策戦略は、国民の無関心などの、意図しない副作用・逆作用を有する。
⑶　政策戦略の限界の１つは、事態が余りに悪化すると、関係するプレー
ヤーの主要な関心は、非難回避よりも個人的な生き残りになるというこ
とである。医療過誤をおこさないような防御的な医療、事故を極端に回
避する自動車運転者などである。このような場合には、政策の防御性は、
その非難の内容にかかわらず、非難回避よりも自分とその家族を守るこ
とに移行する。極端な例は、危機対応職員が、自分とその家族を守るこ
とに集中することを選択するような状況である。非難回避が政策を動か
しうるのは、国民からの非難を受けようとも物理的な生き残りを選択せ
ざるを得ないような状況ではない場合に限られる（Hood: 105-111）。
タイプＡの非難の回避
（例；関与行動）
反対に作用するタイプＢの非難の回避
（例：非関与行動）
回避ゼロ
Ａ
ＢＡＦ
Ｂ
図３　政策戦略とその限界：非難回避可能性曲線（BAF）
原出典： Winer, Jonathan B (1998), “Managing the Iatrogenic Risks of Risk Management”, 
Risk, Health Safety and Enviroment (9)1: 43.
出　典： Hood(2011), p.105,Figure 5.1
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Ⅶ ．非難回避は新たな方向に進んでいるのか、それとも同じこ
とを繰り返しているのか
　フッドは、非難回避の各戦略が、過去に行ってきたことを繰り返してい
るだけなのか（円運動）、それとも一方向に発展し続けているのか（直線運
動）という設問を立てている（Hood: 112-113）。結論としては、フッドは、
直線運動と円運動が同時に作用しているとしている（Hood: 129）。
　単純な繰り返しでないということは、非難回避アプローチが、技術・社
会上の発明に応じて進化していることからわかる。政府トップにおけるプ
レゼンテーション・スタッフの数と影響力の増加と疑似独立規制機関の増
回避ゼロ
BAF2（一般的
な信用の
向上）
BAF3
（一般的
な信用の
低下）
タイプＡの
非難の回避
反対に作用するタイプＢの非難の回避
BAF1
図４　非難回避可能曲線の移動可能性
原出典： Winer, Jonathan B (1998), “Managing the Iatrogenic Risks of Risk Management”, 
Risk, Health Safety and Enviroment (9)1: 43.
出　典：Hood(2011), p.105,Figure 5.2
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加という世界的傾向がある。EUなどの超国家的政府間関係、組織ルーティ
ン・手続の新たな開発（防御行動の保証バラエティ）も生じている。しか
し、「現代化」には、内在する特定の内容がないという指摘もある。さらに、
プレゼンテーション、エージェンシー及び政策の各戦略は、非難回避ゲー
ムにおいて、様々な者が、異なって使っており、単純な直線運動とも言い
切れない（Hood: 129-131）。
１．プレゼンテーション戦略の発展
　プレゼンテーション戦略においては、３つの新たな要素が登場している。
第１は、ここ数十年で、インターネットを中心に、メディアの数が拡大し
たことである。第２は、ITの新技術が、新たな非難の原因を生んだことで
ある。不注意に発信した電子メールの瞬時の拡散、個人情報の漏えい、ハー
ドウェア・ソフトウェアの操作ミスなどである。第３に、新たな技術は、
政府や公職保持者が既存メディアのスクリーニングを飛び越えて個人にア
クセスすることを可能にすることで、非難回避と信用主張の新たな機会も
生んだ。公式ウェブサイトからの問題あるコンテンツの削除による歴史の
即座の書き換えも可能になったし、コミュニケーション・ツールを使いた
がる人々の集団に対し、ある出来事に対する説明を同一のものにしてぶれ
ないようにすることもできるようになった。
　このような環境に対する反応としては、（特に情報公開法を制定した諸国
における）政治的にセンシティブな情報の政府中枢での強いコントロールが
挙げられる。プレゼンテーション活動も、質・量ともに変わってきていると
思われる。近年の傾向としては、コミュニケーション担当官の配置が、政府
全体を対象とする政府中枢の機関から、首相、大臣その他のトップ幹部層の
周囲に変わり、彼らが非難から身をかわす活動に従事するようになってきて
いる
　しかし、政府のプレゼンテーション能力は、新たなメディアの増加に追
いついていっておらず、むしろ相対的に低くなっている可能性がある
（Hood: 113-117）。
２．エージェンシー戦略の発展と権限移譲
　一般的には、トップ層の公職保持者を非難から守る方法として、権限移
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譲を受けた主体や疑似政府主体（quango）に関し、新たな発展があると考
えられている。しかし、疑似政府主体の増大と、選挙で選ばれた公職保持
者の政治的権限の分散の問題は、イギリスでは、1918年の政府機構に関す
るホールデン委員会、政府機構に関する1942年のアンダーソン委員会の両
報告書にも記載されているほど、昔から繰り返されている（Hood: 117-118）。
　権限移譲が各国で増加していることをデータで示そうというような研究者
の試みもあるが、問題は、データが、長期の行政データか、一定の間隔で実
施されるサーベイに依存しており、いずれの手法にも限界があるということ
である。第１に、このようなデータは、我々の想像上の疑似政府主体を識別
するための、分析上の分類と一致することはめったにない。第２に、公式統
計は、長期の成長を、信頼できる程度に図式化できるほど、長期に、十分な
一貫性をもって記録されていることがめったにない。第３に、組織の合併、
複合化、名称変更への対応をどうするかという問題がある（Hood: 120-121）。
　このような状況を踏まえたフッドの結論は、以下のとおりである（Hood: 
121-123）。
⑴　マルチレベル・ガバナンスの権限移譲された主体・組織の数の増加は、
複数の国で広く信じられている。しかし、解説者は、一貫した方法で数
を数えようとするより、爆発的増加の仮想パターンの説明や仮想の民主
主義の崩壊を議論しがちである。
⑵　直線的な増加を支持するハードな証拠による立証は弱い。稚拙な計測
は、混乱の基となる。
⑶　エージェンシー戦略を非難回避のために新たに適用している事例が指
摘されるという、質的な成長がみられる。例えば、EUの発展、公益事業、
金融業、ネットワーク業の規制のための独立規制機関の増大、オペレー
ションに関する権限を職業公務員に委任する執行エージェンシーなどの
ニュー・パブリック・マネジメント改革（これには、リスク、非難及び
行動責任を疑似自律公的マネジャーに移転するというアイディアを含ん
でいる）、国際コンサルタント産業の興隆、官民パートナーシップの増加
などである。
３．政策戦略の発展
　ここでのフッドの問題設定は、政策戦略は、直線的に超防御的な方向に
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向かっているかということである。
　ニュー・パブリック・マネジメント改革のレトリックからは、防御は退
潮していると仮定することになる。なぜならば、改革者は、公職保持者の
リスク回避を嫌い、官僚的なルールと手続の強調から、公共政策における
結果に焦点を合わせ、公共サービスマネジメントに対する、より企業家的
なアプローチへの移行のニーズを強調するからである。
　しかし、そのような改革の試みが存在し、しかも繰り返されるというこ
とは、等しく、全く逆の結論も支持する。すなわち、政策上の防御性は、
行政府と公共サービスにおける恒常的な傾向か、さもなければ増加さえし
ている傾向であるという結論である。
　公共予算編成における、基準に基づいた資金配分（フォーミュラ・ファ
ンディング）は、個々の公職保持者から裁量を除去するものである。この
ような変化の中には、過去50年間の西側諸国の国内歳出のおける、より広
い傾向に起因するものもある。特に顕著なものが保健医療費の増大で、こ
れは、最大の裁量予算である国防費より速いスピードで増大している。こ
れは、非難回避というよりも、国民の選好の問題である。
　このようなフォーミュラ・ファンディングが福祉分野の顕著な側面であ
ることは明らかであるとともに、「オートマティシティ」（自動化された政策）
は、フォーミュラ・ファンディングを越えて、ユーロによる各国の通貨政
策の放棄や、通貨ペッグ制に及んでいる。
　プロトコル化（非難、責任において、個人・組織をデュー・ディリジェ
ンスで守る）も広くゆきわたっている。教育、保健医療、ソーシャルワー
クなどの分野で、防御的な政策提供の新たな世界を生み出している。
　保健医療の世界では、「回避行動」と「保証行動」の２つの用語が使用さ
れている。「回避行動」とは、医療従事者がハイリスク手続やハイリスク患
者を治療しないことであり、「保証行動」とは、医療従事者が、患者・家族
が医療過誤訴訟を提起することを抑止することを主目的として診断・治療
を行うことである。医療従事者はかつてない防御的な診断と治療を強いら
れるような方向で従事環境が変化している。では、その結果、費用は上昇
し、「保証行動」に伴う新たなリスクに直面しているのか、それとも、訴訟
費用の増加は、医療従事者が防御的ではなくなり、リスクを取るようになっ
ているのか。質的な証拠は前者である。ただし、このような変化はスムー
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スに漸増するものではなく、不定期に変化が発生するものである。
　これは、他の分野でも発生しているが、相対的な発生率は異なる。専門
家への低信用・高非難の環境は、形式主義的ではあるが効果的ではない説
明責任システムを作る結果となりうる。そこでは、知的で率直な会話では
なく、一方的な、防御的なコミュニケーションのみがなされることとなる
（Hood: 124-129）。
Ⅷ．３つの非難回避戦略の組み合わせ
　フッドは、非難回避のための上記の３つの戦略を踏まえ、これらを結合
するアプローチ、そして、長期にわたる結合についての考察を行っている。
１．複数の戦略の結合
⑴　非難が盛り上がると、多くの非難回避行動が意識的に結合される。
　落ち着いた環境では、メディア・リレーション・コミュニケーション職
員、マネジメント構造専門家、コンサルタントは別々の部署、政策とオペ
レーション担当職員は更に別の部署で働いている。このような場合、非難
回避のための組織は統合度が低く、各要素はゆるやかに結合され、一部の
失敗が他部署又は組織全体に直ちに波及しない。
　しかし、非難圧力が高まると、統合度も高まる。結合を行うベストの位
置にいるのは、トップ層である。
　将来の非難の地雷原になりそうな課題・分野を包囲するような最高度の
防御度においては、３つの戦略すべてを同時に動員する。しかし、非難が
生じる可能性が高い条件、特に、多数の執行エージェンシーやアウトソー
シングの枠組みがある現代の政府の複雑な組織世界では、このような結合
が強く阻まれる場合がある。例えば、保護観察期間終了後の小児性犯罪者
の再犯リスクの取扱や、ハイリスクの幼児に対する保育のような分野では、
プレゼンテーション戦略に依存できる範囲はほとんどない。沈黙を守り通
したり、姿を隠したりするのは、これらの場合に適合性が低いプレゼンテー
ション戦略の中では、最もましで利用可能な戦術であり、積極的なスピン・
ドクターにとっては、不毛の地である。
　公選の公職保持者（特に政府のトップ層）は、このような分野における
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個別事案の取扱権限から距離を置くために、エージェンシー戦略に頼る強
いインセンティブがある。
　このような状況でも、第一線の専門家、行政官は、非難の一部を中間層
やトップ層に再び押し返す方法を有している。例えば、釈放された小児性
犯罪者全員をハイリスク認定した上で、トップ層に対し財源が不足してい
ると非難したりする。また、中間層を、第一線の職員のオペレーションを
承認したとして非難したり、パワーハラスメント（マネジメント上のいじ
め）である、トップ層からの指示が矛盾している、第一線における資源が
不足していると非難したりする。
　中間層は、非難の個人化を用いる。第一線の職員を特定し、問題がシス
テムの機能不全ではなく、特定個人の行為のせいにする。これに対し、第
一線の職員は、運営ルーティンの厳密なプロトコル化に従った、あるいは、
集団による意思決定に従ったと主張する。
　エージェンシー戦略及び政策戦略には、複数の集団の利益を一度に守る
ことができるものがある。回避による「禁欲」の政策戦略は、第一線、中
間層、トップ層すべての利益を守りうる。例えば、小児性犯罪経験者の取
扱について、コミュニティに受け入れることも、住居を提供することも権
限行使を単純に拒否するような場合である。パートナーシップも、異なっ
た組織レベル、異なった組織のプレーヤーの利益に仕える、潜在的な非難
を取り扱う方法である。
　非難回避戦略の結合は、非難圧力が高い環境における組織が、トップ層
からの圧力で、常時、非難回避戦略の様々な要素を固く結合しているから
成り立つ。したがって組織が高度に個人化された「脱走」（sauve qui peut）
文化が生じているところでは適用できない。トップが権限移譲の戦略に
よって非難の的からうまく外れることができる場合にも適用できない。非
難を回避しようとする者が、３つの戦略を容易に結合できる立場にない場
合にも適用できない。
　したがって、非難回避戦略の結合に適合するのは、トップ層が更に下位
の者に容易に権限移譲することもできない一方で、トップ層が情報操作を
行い、政策を決定する自律的資源を有する場合である。換言すれば、まさに、
ニュー・パブリック・マネジメント型の政府組織である（Hood: 138-142）。
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⑵　非難回避戦略の結合は、組織のエトスと文化を反映する
　世界観は、個人、集団、組織によって異なり、異なる世界観は、非難回
避行動に反映される。非難に対し、集団で結束しようとする場合もあるし、
非難者に対して生贄を差し出そうとする場合もあるし、集団自体が分裂す
る場合もある。
　フッドは、メアリー・ダグラス以後の文化理論で用いられる、「グリッド」
（格子状の規範）と「グループ」（集団圧力）を用いて、文化バイアス・世
界観を４つに分類し、適合する戦略を整理している（表８）。
　ハイラーキー主義者の世界観では、非難はルール、既存の手続、既存の
専門技能に従わなかった者に向けられる。平等主義者の世界観では、非難
は国民の意見を無視したり、集団の指示を有さない者に向けられる。個人
主義者の世界観では、非難は個人的に不器用な者に向けられ、失敗は個人
の能力欠如によるものとされる。運命主義者の世界観では、非難のアウト
カムは予測不可能であり、いかなる明確な社会的なロジックにも、必ずし
も従うものではない。
　トップ層は、平等主義者的な世界観において、非難回避行動をとることが
最も難しい。第一線の職員は、個人主義者的な世界観において、非難回避行
動をとることが最も難しい。中間層は、ハイラーキスト的な世界観において、
非難回避行動をとることが最も難しい。第４の世界である市民社会は、個人
主義者的な世界観と運命主義者的な世界観が混在する状況で、非難回避行動
をとることが最も難しい。これは、非難があまねく広がっているか、誰か特
定の者に割り当てることが困難だからである（Hood: 142-143）。
⑶　両立しない非難回避戦略
　複数の非難回避戦略の相互間で、両立しないものもある。
　両立しない場合の１つは、一貫性が欠如している場合である。「論破」型
プレゼンテーション非難回避戦略の場合、同時に「非難に値する問題は存
在しなかった」と「他者のせいだ」と主張するのは一貫性を欠く。「事前に
危険を知らされていた」と「事前に手の打ちようがなかった」というような、
同時に真であることはありえない言い訳も一貫性を欠く。エージェンシー
戦略の場合、権限を放棄しつつ関与があるというのは、論理的に一貫性を
欠く。行動責任回避の必要があれば手を放し、信用獲得のためなら手を下
すようなトップ層のアプローチは非難回避の効能を低下させる。政策戦略
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の場合、「群れる」ことと個人主義者的なアプローチは両立しない。ただし、
同一組織の異なるレベルで異なるアプローチがとられることはある。
　非難回避は、異なった世界観と調和するアプローチをミックスする場合
に、文化的な意味で一貫しないことがある。しかし、この一貫性の欠如に
も利用価値はある。不器用な（clumsy）、又は文化的にハイブリッドな組織・
慣行が文化のモノタイプより強健だとする学派もある。熟練した非難回避
者と不器用なタイプのオペレーターを区別するものは、論理的な非互換性
を特定し回避する能力と、特定の時間・場所における文化ムードと共鳴す
る一貫した戦略ミックスを作る能力である（Hood; 146-147）。
２．長期にわたる複数の戦略の結合
　フッドによれば、組織・公職保持者は、しばしば時間の経過につれて、
ポジションを変える。
⑴　プレゼンテーション戦略は非難の渦中又は直後に利用しやすい
　すでに説明したように、エージェンシー戦略と政策戦略は非難が起こる
より前に行うのが効果的であるのに対し、プレゼンテーション戦略は非難
表８　文化的世界観と各種の非難回避戦略のリンク
非難回避戦略のタイプ
文化バイアス・
世界観
プレゼンテーション戦略 代理人戦略 政策戦略
適合形態 適合形態 適合形態
ハイラーキー
主義者
論破（ルール又は権威に訴え
る）
指揮命令系統の下位へ
の権限移譲
プロトコル化
平等主義者 論破（大衆意思又は不利な者
への正義に訴える）
国民の悔恨の「謝罪民主主
義」表現
パートナーシップ構造 群衆化
個人主義者 論破（優れた又は劣った技能
や判断力にに訴える）
市場による政府 個人化
運命論者 低い評判の維持；論破しよう
とするあらゆる試みは、運命
や業や神の行為のような言い
訳によって枠をはめられる
職員のローテーション 禁欲
出典：Hood(2011), p.114, Table 7.1
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の渦中又は直後でも用いることができる（Hood: 148-150）。
⑵　嵐の中ではどの港でも構わないが、コースの変更は高くつく
　組織分析の「経路依存理論」（path-dependency theory）によれば、戦略
変更は、費用が高くつくこととなる。この費用には、移行の時間、個人ス
トレス（他の主要アクターの説得・交渉や、一か八かのスピーチ・声明）、
組織資源などがある。
　プレゼンテーション戦略での費用は、主に個人ストレスである。具体的
には、「論破」戦略において「問題否定」から「問題は認めるが権限を否定」
に移行する場合のように、昨日の断固としたスタンスと今日の明らかに矛
盾したスタンスの互換性に関し懐疑的な観察者を説得するために要する努
力と政治的資本である。
　長期にわたって他のアプローチを取った後に「幕引き」戦術としての先
制謝罪は困難である。
　エージェンシー戦略、政策戦略においても、戦術の移行に伴う個人スト
レスの費用が大きい。しかし、プレゼンテーション戦略と比較すると、時
間と組織資源に関する費用がより大きい（Hood: 150-152）。
⑶　非難の渦中にいる者は、通常、順を追って反応する
　公職保持者がプレゼンテーション戦略に頼らざるを得なくなった場合、
どのような順番で反応するかについては、自己プレゼンテーションに関す
る心理学文献からも、政治的命令としての非難回避の論理からも引き出す
ことができる。
　アストリド・シュルツは、政治スキャンダルにおける公職保持者の反応
の7段階を示している。
・否定
・正の情報操作
・権限の否定
・手続の正確性又は不可避性の主張
・予測の限界の主張
・出来事の例外性の主張
・謝罪
　シュルツの議論が示唆するものは、より防御的なポジションは、これを
支えきれなくなって初めて放棄されるという、プレゼンテーション戦略の
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利用における段階的退却の論理を示唆している。すべての他の逃げ道が、
刑事基準の証拠を持っている権利侵害された顧客によって塞がれるような
不法行為争訟プロセスを踏んで初めて、組織がわずかな過失を認める。
　シュルツの７段階は、必ずしもこの順番では発生しない。これにはいく
つかの理由が考えられる。
①　最も防御的なポジション（問題は存在せず、非難可能性もない）は、
単純には維持できない。
②　習慣的に「責任を決して認めない」という助言に従うことは、素早い
先制の問題認容・謝罪より非難回避に効果が小さい。
　先制認容・謝罪は、批判者の勢いを弱め、組織・公職保持者が、問題を
終わりにし、説明要求を回避することを可能としうる。知的で敏捷な非難
回避はこのパターンを取ることがある。すなわち、最初の段階での怪しい
防御的ポジションを避ける。これは、このようなポジションを放棄せざる
を得なくなった場合に非難度が高まるからである。
　同様に、非難回避の論理からは、問題の存在の認容と個人的な非難の認
容は、通常、問題の否定、問題の認容・権限の否定、又は問題の認容・権
限は認容するものの個人的非難は明確にしないという段階の後に行われる。
図5 で言えば、⑶は、⑴や⑵のあとに行われるということである。⑶には、
いわゆる「過去釈免時制」（past exonerative tense）、すなわち、公職保持者・
スポークスパーソンが「誤りはなされた」ことを認める受け身の発言をす
るが、誰がその件についての権限を正確に有するかは言わないということ
も含まれる。
　初期の段階では、下位レベルのアクターが、トップ層に圧力をかけられ
て、問題行為に対する責任を押し付けられることもある。しかし、強制で
ない行動では、個人の非難認容を含む⑶は、⑴、⑵及び上記のような⑶の
変化形の後に来る。
　公共サービスの提供のオペレーション上の失敗は、プライベートな行為
に対する非難事件とは異なる。⑵は存在せず、⑴と⑶の二択となる（Hood: 
152-155）。
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Ⅸ．非難回避の効用
１．非難回避の正の効果
　これまでの分析を踏まえ、フッドは、非難回避が実際に効果があるのか、
それとも迷信的な行動に過ぎないのか、非難を回避しようとすることは社
会にとって正か負か、我々は良い非難回避と悪い非難回避を区別できるの
か、そして、区別できるのであれば、悪い非難回避への対処方法があるの
かを整理している。
　非難回避の効果については、非難回避への時間と資金の投資が、公職保
持者と組織の問題を常に解決してくれる訳ではなく、避けられない限界が
あるとしている。政策戦略は、すべての活動が等しい非難を呼ぶ均衡点で
は効果がない。エージェンシー戦略は、すべての公式の組織枠組みに対す
る国民の信用が低い場合は効果がない。プレゼンテーション戦略、少なく
とも「論破」型のものは、国民の政府声明・行動に対する疑念が高くなる、
すなわち国民の信用が低下すると効果がない。
原 出 典；Hood, Christopher, Will Jennings, Ruth Dixon, Brian W. Hogwood, and 
Craig Beeston (2009), "Testing Times: Exporing Staged Responses and the Impact 
of Blame Management Strategies in Two Exam Fiasco Cases." Europian Journal of 
Political Research 48(6): 697からHood作成。
出典： Hood(2011), p.154,Figure 7. 
図５　非難の危機におけるプレゼンテーション戦略：問題の否定からの退却
認知された問題・危機
問題の否定
⑴
問題を認める
権限の否定
⑵
権限を認める
⑶
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　効果的な非難回避は文化との一致を必要とする。国民のムードと潜在的
非難者の文化バイアスが、ある非難回避行動が効果的か否かを決める。第
１の例は、新しい公職保持者のハネムーン期間には非難回避戦術が効果を
生みやすい。メディアと有権者の多数が（新妻のように）トップ層の新顔
に２度目のチャンスを与えようとするからである。第２の例は、ハリケー
ン・カタリーナの惨事に見られるように、党派の結びつきが、非難を受け
る者とその対象を決める。そして、なぜ、同じ戦略が、メディア、国民全体、
重要な組織上のアリーナにおけるムードの変化に伴い、異なった時点で異
なった効果を持つかを、文化が説明しうる。
　図６は、権限移譲を例として、文化のバイアスが非難のアウトカムをど
のように形成するかと、エージェンシー戦略が政策戦略とどのようにリン
クするかを示している（Hood: 158-161）。
　それが現実に機能するか否かにかかわらず、非難を回避する行動に正の
効果があるかについては、少なくとも19世紀には、現代の政治・組織行動
において望ましくもなく、魅力的でもない側面と認識されていた。終わり
のないひそひそ話で、責任を転嫁し、小さい字で、チェックボックス式の、
臆病で、防御的で、規則第一主義の世界のことと認識されていた。政治家
と官僚が大胆に個人的リスクを公共財のためにとるような、暗黙の黄金時
代が、少なくとも想像上の代替世界では対照的に描かれていた。
　では、現代の政府・企業で非難回避行動が機能するであろうか。非難回
避行動の多くは効果がない。だからと言って、たとえそれが単に迷信行動
の一形態であったとしても、無害であると結論付けるべきではないであろ
う。しかし、もし、非難回避戦略が一般的に機能しないのであれば、誤り
を犯した公職保持者と組織は、情報操作の謀略その他の非難回避のアート
にかかわらず、当然の報いを受ける。少なくとも、一時的に非難回避行動
が効果があったとしても、それは、例えば、個人と組織の規律保持において、
正と負の両方の効果があるとみなすべきではないのか。
　もし、非難を回避したいという願望が、我々を、非難のない生活に導く
ならば、非難回避活動は、賞賛されるべきものではないのか。非難回避行
動が、公職保持者が政策立案に注意を払い、生命、健康、財務上の安全に
対する極端なリスクを回避し、挑戦に対し自分たちができることを力強く
防御するように動機づけるならば、その何が悪いのか。
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　非難回避の要請は、公職保持者を動かす推進力の１つととらえることが
できる。これは、情熱的ではなく、高貴な行動でもないとみなされるものの、
図らずも社会全体に正の結果を有し、ある種の「見えざる手」を通じて、
より良い政府のレシピとなる。アダム・スミスの、個人の自己欲求の追及
が、意図せずに集団利益になる場合があるという考え方、チャールズ・リ
ンドブロムの、投票に取りつかれた、一つの政治的な解決から次の解決へ
と生きる政治家が、意図せずに、優秀な長期の中央計画策定者より優れた
政策を導きうるという考え方と同じである（Hood: 163-164）。
⑴　プレゼンテーション戦略の有する潜在的な正の効果
　策士のスピン・ドクターが、意図的に国民の議論や説明責任を改善しよ
うとしていなくても、正の効果がありうる。
①過度の、又は下手なプレゼンテーション戦略の使用は、意図せずにスピ
ン・ドクター自身をストーリーに持ち込む。一般国民は、スピン・ドク
ターの意図（どのように公職保持者と組織が裏で働いていたか）につい
て、より多くの情報を得られる。スピン・ドクターが話題の中心になる
ことによって、説明責任が向上する。
②「論破」型のプレゼンテーション戦略は、状況によっては、時のホット
な話題に関する国民の議論を改善する。これは、効果的で、必要でもあ
るであろう。議論のバランスをとるためのおもりを提供するからである。
このような非難回避行動がとられなければ、国民やメディアの議論にお
いてチャレンジされないままで終わるという負のバイアスに対して、よ
く組み立てられた言い訳と正当化は、潜在的な非難者に、政治的・官僚
的な話題、困難なトレードオフ、そして、油断ならない主観的判断に関
する情報を提供する。これは、特に、特定の、しばしば隠された斧を有
する公選によらないメディア、NGO、代表性のない資金潤沢な圧力団体
が行うスピンとカウンターバランスを取るような場合について言える。
ヘーゲルが、官僚制は社会のいかなる利益集団にも捕獲されないと言っ
たことの現代版とも言える（Hood: 164-165）。
⑵　エージェンシー戦略の有する潜在的な正の効果
　悪いアウトカムでも知識の集成になる。弾除けの副産物が、（仕事をする
側にとって）より大きなマネジメント上、政策上の有効性を生む。公選の
政治家は、投票者の望むものの認識を反映して幅広い目標を設定すること
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において相対的に優れ、専門家は難解な技術上の証拠を測り、詳細なサー
ビス提供枠組みを監督することにおいて相対的に優れている。各アクター
がそれぞれの得意な分野を提供するような枠組みは、民主主義国家におけ
る、非難回避と、よい政策執行の結合となる（Hood: 165-166）。
⑶　政策・オペレーション戦略の潜在的な正の効果
　18世紀に功利主義者のベンサムが「自分のための享楽を提供する仕事は
ほぼすべて個人に残し、政府の主たる仕事は個人を苦痛から守ることであ
る」と述べている。これは、非難を引き起こすようなひどい種類の損害を
避けるべきという主張と解釈することもできる（Hood: 166-167）。
　最近では、クリスティン・シュレーダー =フレシェットが、ベンサムの
議論に基づいて、正義と民主主義への効果において、従来の「科学ベース」
（science-based）の政策よりも、「警戒」（precautionary）アプローチの方が
優れているとする主張をしている。両方の政策の差は、統計学でいう第一
種過誤と第二種過誤のどちらにウェイトを置くかである9）。彼女は、第一種
過誤より第二種過誤を避ける、警戒原則に基づく公共政策の方が、公正か
つ民主的であるとする。警戒アプローチは幅広い諸利益に奉仕する一方、
第一種過誤を避けるバイアスは、代表制の低い生産者利益に奉仕すると言
うのである。
　国民が問題ある出来事－強力な問題否定又は権限否定プロセスに多様な
当事者が関与するもの－に気付くことから始まる非難回避ゲームは、たと
え不快なものであったとしても、重要な社会的な発見プロセスとして機能
しうる。これは、権限の公式の分配が不明確であったり、不適切であったり、
現実に合わなかったりしていることを前提として、ある種の完全合理性で
は容易に達成できないものである（Hood: 167）。
 9） 第一種過誤は、帰無仮説が真であるのに、これを棄却してしまうものである。
第二種過誤は、逆に、帰無仮説が真ではないのに、これを棄却しないものである。
統計検定の有意水準は第一種過誤が発生する確率を示す。
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２．非難回避の負の効果
　前節では、非難回避行動の第１の意義として、それが効果的でなくても
無害であるという主張を取り上げた。しかし、この主張の問題は、たとえ
図６ 　権限移譲のエージェンシー戦略と政策戦略：権限移譲をしようとす
る者にとって、非難ゲームのアウトカムに文化が与える影響
文化的条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　はい　　　　　　非難の差戻し
      
　　　　
　　 いいえ　　
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　はい　　　　　　非難の置き換え
　　　　
　　 いいえ　　
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　はい　　　　　　非難の押し付け 
　　　　
　　 いいえ　　
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　はい　　　　　　
　　　　
　　 いいえ
　　　　
　　　　　　　　　　　　
出典： Hood(2011), p.162,Figure 8.1
権限移譲は表面的なものと
認識されているか
国民その他のプレーヤーは
トップ層の公職保持者を非
難する他の事柄を探してい
るか
権限を公式に移譲された者
は非難を受け入れているか
非難を押し付けられた者は非
難の一部又は全部を元の者
その他の者へ押し付けたか
非難の分担又は
非難の差戻し
非難の解決をねらいとした
防御的政策戦略
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非難回避行動が成功しなくても、それが政府と公共サービスを別の方法で
傷つける場合があるということである。非難回避行動の第２の意義として、
たとえ非難回避行動が非難をそらしたり消したりすることに成功したとし
ても、このような行動は、説明責任、国民の議論、そして、政府の効果的
な機能に正の効果を持つ場合があるということを挙げた。しかし、非難回
避行動の正の効果の例として取り上げたものは、少なくとも１つの負の効
果も同時に有している（Hood: 168）。
⑴　プレゼンテーション戦略の有する潜在的な負の効果
　プレゼンテーション戦略の有する潜在的な負の効果の第１は、リーダー
の限られた時間を奪う。第２に、政治と組織のトップ層のパワーが、法と
技術の実体的な知識を有する者から、技術的な専門技能のない、政治的な
機能を果たす者の新たな階級に移る。第３は、何よりもプレゼンテーショ
ンを優先することは、潜在的に困惑をもたらす可能性のあるあらゆる情報
に対し強いグリップを保持し、関係する公職保持者や組織の闇を照らすよ
うな行動、思考をする者をいじめたり脅迫したりする傾向を意味し、組織
の有効性を高める要素を損なう。これは、意思決定の速度を落とす過度の
集権化と、信頼性の高い組織の規範に反するような非難といじめの文化を
生むことも意味する。サボタージュ、組織の不利益となる情報リーク、組
織の権威に対する敬意の喪失も生む。最後に、プレゼンテーション戦略に
過度に依存すると、スピン・ドクターによってコントロールされる政治と
組織に対するシニシズムがはびこり、公式発表は額面通り受け取られず、
虚偽か、真実半分として受け取るのが国民の共通ルールとなってしまう
（Hood: 168-169）。
⑵　エージェンシー戦略の有する潜在的な負の効果
　エージェンシー戦略の有する潜在的な負の効果としては、第１に、説明
責任をあいまいにしうる。第２に、公職保持者は、非難回避のために、権
限移譲による低費用又は高機能という機能目標を犠牲にしかねない。第３
に、権限の特定を難しくし、説明責任の所在を分からなくすれば、国民の
信用が低下する。さらに、政策とオペレーションの権限を選挙によらない
主体に移譲すればするほど、意図せざる効果として、政治家のプライベー
トに関することが非難されるようになる（Hood: 169-171）
⑶　政策・オペレーション戦略が有する潜在的な負の効果
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　政策・オペレーション戦略が有する潜在的な負の効果としては、第１に、
狭く、防御的にオペレーションのプロトコルを守るようになることが挙げ
られる。このようなプロトコル化は、正の価値を実現するためのマネジメ
ントよりも「監査に対するマネジメント」を行う原因になってしまう。ア
リバイ隠しのために設計されたプロトコル化は、常識や専門家の知的判断
に反するような場合でも機械的にプロトコルを適用するようになる。さら
に、プロトコル化は、政治家がサービス提供組織をコントロールすること
を難しくし、有権者・利用者にフラストレーションを引き起こす、まさに
その隠ぺい手続を選挙された代表たちがプログラムし直す能力を制限して
しまう。他のリスクを減らすためのプロトコルが、社会厚生を減じたり、
社会リスクを高めてしまったりする。
　政策戦略における禁欲戦術は、サービス提供から退出することによって
利用者に損害を与え、サービス提供者に対する非難を引き起こしうる。
　非難の個人化については、原則として、第一線のオペレーターやサービ
ス提供者は個人化を避けるインセンティブを有している一方で、権限のあ
る、最も対処に適した者が、権限のない、最も対処に適していない第一線
職員に非難を押し付けることもある。
　群衆化戦術についても、説明責任を不明瞭にしてしまう可能性がある
（Hood: 171-173）。
⑷　総合的な視点
　これら３つの戦略の相互作用は、結合し、増幅しうる。組織の視野狭窄
という現象は、長期にわたって官僚制に関する文献で特定されてきた組織
的機能不全である。このような効果は、近年の複雑な外部委託やパートナー
シップ枠組みと結合されやすい（Hood: 173）。
３．良い非難回避と悪い非難回避の均衡点
　３つの非難回避戦略それぞれについて、政府の質と民主的な説明責任を
高める、潜在的に正の効果を有する戦術と、負の効果をもたらす戦術があ
る。表９は、この分析をフッドが一覧にしたものである。議論を単純化す
るため、効果を議論の喚起、説明責任及び透明性の３つに絞っている。そ
の上で、各戦略の派生形が正の効果を有するか否かを示している。
　プレゼンテーション戦略の判断基準は、公職保持者・組織によってなさ
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れた政策・運用上の選択のメリットについての真摯な議論に国民を巻き込
み、回避しえた損失の主張がなされた後に、どこに罪があるかを明確にす
る程度に依存する。エージェンシー戦略の判断基準は、失敗に対する説明
責任を明確化するかあいまいにするかである。政策・オペレーション戦略
の判断基準は、利用者又は国民全体への物理的損害のリスクによる（Hood: 
173-176）。
４．悪い非難回避への対処方法
　前節の分析が正しいとすれば、次の現実的な課題は、悪い非難回避を避
け、良い非難回避を奨励するか、少なくとも出鼻をくじかないことである。
問題は、悪い非難回避に対する対処方法である。非難回避は所与として与
えられる外的「条件」なのであろうか、それとも、人間が操作可能なもの
なのであろうか。
　最初に、公式ルールや公式の組織いじりによって悪い非難回避行動を変
えられる範囲は極めて限定的である。これは立法による解決が適用可能な
悪い非難回避行動が存在しないと言っているのではない。プレゼンテー
表９　正と負の非難回避
非難回避戦略とその戦術 主なガバナンス基準
戦略 戦術 論争を先鋭化・鈍
化する
説明責任をピンポ
イント化・拡散す
る
透明性を拡大・縮
小する
プレゼンテーショ
ン戦略
論破 正（先鋭化）
主題の変更又は不
関与
負（鈍化）
エージェンシー戦
略
（ハードな）権限
移譲
正（ピンポイント
化）
ソフトな権限移譲
又は防御的な組織
改編
負（拡散化）
政策戦略 禁欲又はプロトコ
ル化
正（拡大）
群衆化 負（縮小）
出典： Hood(2011), p.175, Table 8.1
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ション戦略の負の面が、メディアの関心をそらしたり、裏から圧力をかけ
たりすることであれば、メディアの独占への法的制約でこの負の面を減じ
うる。エージェンシー戦略の負の面が、ソフトで、可塑的で、引き戻しう
るような権限移譲であれば、組織形態を法的・憲法的に固定化したり、思
い付きだったり機会主義的だったりするような権限移譲や不明瞭なパート
ナーシップ枠組みを行えないよう、手続的な障壁を置いたりする立法的な
対応（「固い法」）がありうる。これらに対し、政策・オペレーション戦略
の場合には、負の面は、サービス提供者・生産者の利益が利用者・国民の
利益に優越することであり、このような行為を立法的にチェックすること
は難しい。ただし、情報公開法、意思決定プロセスに利用者・顧客の利益
代表を加える法的義務を課す、安全・環境担当官などの官職の設置を義務
付けるなどの方法は、公職保持者と組織が、自分たちは一定の事実を知ら
なかったと主張できるようなシステムを開発する能力を一律に削減する。
　それでもなお、立法による対処には限界がある。立法は両刃の剣であり、
例えば、情報公開法の制定が、政府中枢からの強いマネジメント上の関与
の拡大、「権利放棄書」の増大、オペレーションのプロトコル化の増大、一
方的なコミュニケーションなどにつながりうる。パートナーシップ枠組み
の規制は、非難回避の経路を遮断する一方で、組織のダイナミズムを損な
いうる。それに、政府と企業のロビーが強く抵抗する。
　ゆえに、主として慣行と遵守に依存するような「柔らかい法」によって
対処する場合も多い。行為規範、グッド・プラクティス・ガイドライン、
規制インパクト分析などである。しかし、「柔らかい法」は、文化に依存す
る。負の面を持つ非難回避行動の多くが、より巧妙で、「司法審査可能性」
（justiciability）が限定されているために、硬軟いずれの法による対処も限界
を有することが避けられず、「柔らかい法」でさえ限界点での小さな変化し
かもたらさない。
　より効果的な対処は、認知を高め、オピニオンを動員するような、自発
的・計画的な社会・政治的活動である。これは、非難回避に対する社会の
理解が広まるような、組織内外での社会的認知活動や政治キャンペーンで
ある。負の非難回避の形態がより多くチェックされればされるほど、その
ような形態の政治が正の結果を生む可能性は高くなる。巨大メディアの凋
落と、インターネットを用いた非集中型メディアを通じたコミュニケー
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ションは、関心をそらす戦略を阻害する方向に働く。
　この種の政治は重要である。なぜならば、非難回避行動の負の種類のも
のは、従来の政治学における民主主義の「薄い」条件（通常、投票制度の
開放性に関係する）に関係するものの、この種の非難回避行動は、民主的
で応答性の高い政府に関するいくつかの基本的な課題に変わる。民主主義
が、非支配者がその支配者を変える能力を意味するのであれば、非難回避
を行う政治的な在職者による操作の用意ができているメディア構造が、こ
の条件の核心に打撃を与える。民主主義が、被支配者がその支配者の説明
責任を全うさせることであれば、不安定で、目利き以外には見通せないガ
バナンス枠組みが、この条件を壊滅的に損なう（Hood: 176-180）。
Ⅹ．「非難回避ゲーム」概念の分析ツールとしての意義
　政府部内のアクターの行動をモデル化して分析する際に、常に問題とな
るのが、彼らの行動のインセンティブである。行政責任論における、いわ
ゆるフリードリヒ・ファイナー論争では、カール・フリードリッヒが職業
公務員の内的良心をインセンティブとして扱い、へルマン・ファイナーが
伝統的な議会統制の下にあることがインセンティブであるとした
（Friedrich 1940, Finer 1941）。1970年代に、公共選択論を経由して、経済学
的功利主義が行政の分析に入ってくると、自己利益の最大化がインセン
ティブとしてモデルが作られるようになる。代表例が、ニスカネンの予算
最大化官僚である（Niskanen 1971）。
　フッドは、『非難回避ゲーム』において、「非難回避」をインセンティブ
として政府部内のアクターの行動の分析モデルの構築を試みた。フッドは、
３つの戦略からモデルを構築したが、筆者の印象では、特に、エージェン
シー戦略が、ニュー・パブリック・マネジメントにおける権限移譲のリア
リティに光を当てており、この部分をさらにモデルとして発展させること
ができるのではないかと思う。行政学研究の立場からは、行政学が寄って
立つところの政治行政二分論から、トップ層と中間層の関係が政治と行政
の分離にいかなる影響を与えるかを掘り下げる必要性を感じる。また、フッ
ドの分析では、行政府の組織外に非難者がいて、組織内で非難の押し付け
合いをしているという前提となっているが、筆者の日本政府における勤務
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経験から言えば、行政府の組織間、あるいは組織の上限間で、相互に非難
者と非難を受ける者になることも多いと思う。また、行政府外の非難者に
ついても、（証拠ベースで非違を指摘する会計検査院は横に置いておくとし
ても）議会と一般国民では非難を受けた側の対応が異なってくるのではな
いだろうか。このような点に留意しつつ、「非難回避ゲーム」の枠組みを用
いて日本の政府組織における様々な問題（年金問題、新国立競技場建設問
題等）の分析を試みていくことが、今後の研究課題である。
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